
令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　活用事業一覧

令和6年3月1日時点

交付金対象
経費

その他

1
電力・ガス・食料品等価格高騰
重点支援地方交付金追加給付
事業【物価高騰対策給付金】

334,529 334,529 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　4,700世帯×70千円
事務費　　5,529千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（4,700世帯）

対象世帯に対して
令和6年1月までに
支給を開始する

R6.1～R6.3 福祉課

2
物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金事業(均等割り）
【物価高騰対策給付金】

114,732 114,732 0

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等への支援を行う。
②住民税均等割のみ課税世帯等への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯等　1,100世帯×
100千円
事務費　　4,732千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（1,100世帯）

対象世帯に対して
令和6年2月までに
支給を開始する

R6.2～R6.3 福祉課

3
物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金事業(こども加算）
【物価高騰対策給付金】

47,567 47,567 0

①物価高が続く中で子育てをしている低所得世帯への支援を行う。
②子育てをしている低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯の子供の人数　710人数
×50千円
事務費　　12,067千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　人件費　として支出]
定額減税に伴うシステム改修委託料
④R５年度分の住民税非課税世帯の子供の人数　（710人数）

対象世帯に対して
令和6年3月までに
支給を開始する

R6.3～R6.3 福祉課

Ｎｏ 事業名 成果目標 事業期間

　　　　　　事業概要
　　　　　　①目的・効果
　　　　　　②交付金を充当する経費内容
　　　　　　③積算根拠（対象数、単価等）
　　　　　　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

所管課
総事業費
（千円）
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4
市内宿泊施設燃料・物価高騰
対策事業

22,108 22,108 0

①市内観光業の要である宿泊施設に対し、物価高騰の影響を緩和する
ための支援を行うことにより、市内の観光産業及び地域経済の下支えを
する。
②事業委託料、職員時間外手当
③補助金額 22,000千円、事務費（時間外手当）108,000円
   旅館業法基づく施設→　7事業者7施設　１人泊当たり600円（上限500
万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　見込人数：91,700人
　　　　　　　　　　　　　　　　7施設中3施設において上限到達見込
   住宅宿泊事業法→　6事業者8施設　1人泊当たり300円（上限250万円）
　　　　　　　　　　　　　　見込人数：3,650人
④旅館業法に基づく施設を運営する事業者及び住宅宿泊事業法に基づ
く施設を運営する事業者

支援対象となる事
業所の申請率
100％を目指す。

R6.1～R6.3 商工観光課

518,936 518,936 0合計


